
 

株式会社ワークポート 

2019 年 7月 17 日 

総合転職エージェントの株式会社ワークポート（所在地：東京都品川区、代表取締役社長 CEO:田村高広）は、全国の転職希望者

470 人を対象に、【ハラスメント】についてアンケート調査を行いました。 

 

■ハラスメントを受けた経験がある人が約 80% 

 今年 5月、職場でのパワーハラスメント防止を会社に義務付ける

パワハラ防止法が成立し、6月には国際労働機関（ILO）の総会で、

仕事上の暴力やハラスメントを禁止する条約が採択されました。日

本国内だけでなく、世界規模でハラスメントが問題視されている中

で、いったいどのくらいハラスメントが私たちの生活に蔓延してい

るのか調査を行いました。 

 470 人の対象者に、これまで何らかのハラスメントを受けたこと

があるか聞いたところ 76.4%の人が「はい」と回答し、「いいえ」と

回答したのは 23.6%でした。80%近い人たちが、これまでにハラスメ

ントを受けた経験があることがわかりました。 

 

■ハラスメント被害者の 90%がパワーハラスメントに苦しむ 

 ハラスメントを受けたことがあると答えた359 人を対象に、どの

ようなハラスメントを受けたことがあるか聞いたところ（複数回答

可）、「パワーハラスメント」が 92.5%で最多となりました。次に「モ

ラルハラスメント」（43.7%）、「セクシャルハラスメント」（23.7%）

と続きました。厚生労働省は 6月、2018年度に全国の労働局などへ

寄せられた労働相談のうち、パワーハラスメントなどの「いじめ、

嫌がらせ」に関するものが 7年連続過去最多だったと発表していま

す。本調査でも、ハラスメントにあったことがある人の多くがパワ

ーハラスメントに苦しんでいたことがわかりました。 

 

■ハラスメントによって退職した人が 42.9% 

ハラスメントを受けたことがあると答えた 359 人に、どのように

解決したのか聞いたところ（複数回答可）、最も多かったのは「退

職した」で 42.9%でした。次に「我慢して自然消滅した」と「今も

解決していない」が 28.1%と並びました。この結果から、ハラスメ

ントの多くが根本的な解決に至らず、泣き寝入りしたか、現在進行

形で苦しんでいることがわかりました。 

 また、公的機関や弁護士といった専門知識をもつ人に相談したと

いう人は、いずれも 5%以下となりました。 
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■ハラスメントの相談を受けたことのある人が 50%以上 

対象者全員に、ハラスメントについての相談を受けたことがあるか聞いた

ところ、半数以上の 51.7%が「はい」と回答し、48.3%が「いいえ」と回答

しました。 

先ほどの質問の答えにもあったように、ハラスメントの被害について公的

機関や弁護士に相談する人は少なく、多くの人が職場の人や家族、友人とい

った身近な人に相談する傾向にあるようです。 

 

 

 

■自身の職場でハラスメントを目撃した人が 70%以上 

現在の会社（直近に勤めていた会社）でハラスメントの現場を目撃したこ

とがあるか質問したところ、72.1%の人が「はい」と回答しました。職場で

ハラスメントを目撃したことがないという人は27.9%でした。 

本調査の結果から、80%近くの人がハラスメントを受けたことがあるほか、

多くの人がハラスメントに関する相談を受けたり、ハラスメントが蔓延して

いる会社で働いたりしていて、ハラスメントが日常的に起こっているようす

がうかがえました。ハラスメントに対する社会的関心度は高まっていますが、

根絶に向けた環境の改善や制度の整備はいまだ十分ではないようです。 

 

■求められる対策は専門の相談窓口と明確な処罰 

対象者全員に、現在の会社（直近の会社）は何らかのハラス

メント対策を行っているか質問したところ、「はい」と答えた人

は 32.1%で、「いいえ」と答えた人が45.3%、「わからない」と答

えた人が 22.6%となりました。 

 「はい」と答えた人に対策の具体的な内容を聞いたところ、

「防止ガイドラインの作成、相談窓口の設置」（30 代・男性・

システムエンジニア）、「対策チームが存在し、調査などを行っ

て改善できない場合はハラスメントを行った人に退職勧告」（20

代・男性・クリエイター）といった、相談窓口の設置と明確な

処罰の周知といった内容がほとんどでした。中には「電話相談窓口などを設けているが実際は稼動していない可能性がある」（20

代・男性・接客販売）といった、対策は講じたが十分に機能していないといった意見もみられました。 

 また、「わからない」「いいえ」と答えた人に、会社にどういった対策をしてほしいか聞いたところ、「きちんと相談できる産業医、

カウンセラーをおいてほしい」（30代・女性・クリエイター）、「公的機関の定期的な訪問診療」（40代・男性・管理）といった、専

門知識をもつ外部の相談窓口設置を求める声が多く挙がりました。ほかにも、「罰則制度の設定および就業規則の制定」（40代・男

性・企画マーケティング）、「加害者の退職もしくは部署異動など、速やかに対処してほしい」（30 代・女性・事務）といった、明

確な処罰や対処の設定を求める声も目立ちました。 

 

 今回、本調査に挙げられた意見の中には「ハラスメントが社長によるものだからどうしようもない」（20 代・男性・営業）、「人

事部がハラスメントをしていたので相談場所がなかった」（40 代・女性・クリエイター）という、本来ハラスメントの防止に努め

るべき人たちがハラスメントの加害者になっているというケースも散見されました。今回得られた結果から、すでにハラスメント

は社内だけでは解決できない状態にまで蔓延している場合も多いと考えられます。社員が安心して働ける環境で能力を十分に発揮

するためにも、企業は今後、専門知識をもつ第三者機関と積極的に連携することを求められるのではないでしょうか。 

 



 
 
■調査概要 

調査内容 ：ハラスメントについて 

調査対象者：当社を利用する求職者 

有効回答 ：470 人 

調査期間 ：2019 年 6月 11 日～6月 18日 

 
 
■ワークポートの取り組み 

私たちはミスマッチのない転職を実現し、すべての人や企業がいきいきと働ける社会を創ることが最大のミッションであると考

えています。また、質や満足度の高いサービスを提供したいという思いを込め、キャリアコンサルタントを“転職コンシェルジュ”

と呼んでいます。転職希望者のキャリアや人生設計に適う求人のご紹介のほか、ご要望に合わせて年収交渉や退職のアドバイスな

どをいたします。転職コンシェルジュとしての質の向上のため、人間性と専門性を高める取り組みなども行っています。 

※「転職コンシェルジュ®」はワークポートの登録商標です。https://www.workport.co.jp/trademark/ 

※この調査内容を転載ご利用いただく場合は「ワークポート調べ https://www.workport.co.jp/」の表記をお願いいたします。 

 

 

■会社概要 

商号  ：株式会社ワークポート 

代表者 ：代表取締役 CEO 田村高広 

設立  ：2003 年 3月 

事業内容：人材紹介サービス 

（有料職業紹介事業 許可番号：13-ユ-040590） 

拠点  ：大阪、福岡、名古屋、仙台、横浜、埼玉、神戸、立川、千葉、京都、広島、ベトナム、タイ、韓国 

 

 

■本リリースに関するお問い合わせ 

株式会社ワークポート  広報担当：佐久間（さくま）、清水（しみず） 

電話  ：03-6447-7308 090-3909-2167（清水携帯） 

E-mail ：sakuma@workport.jp、s_shimizu@workport.jp 

所在地 ：〒141-0001 東京都品川区北品川 5-9-11 大崎 MTビル 8F https://www.workport.co.jp/ 

 


